
事業番号 - - -

（ ）

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

165 - -

当初見込み 回 170 0 160 180 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

162 -

0.3

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 35 36

活動内容
（アクティビ

ティ）

放射線に関する教育のための教員等への支援
　・教職員等を対象とした放射線に関する研修等の実施
　・児童生徒等を対象とした放射線に関する理解を深化するための出前授業の実施

児童生徒、教職員の放射
線に関する科学的な知識
の習得

教職員研修及び出前授業
の開催回数

活動実績 回

主な増減理由

初等中等教育
振興事業委託費

34 35 ※四捨五入の都合上、歳出予算目の合算と計が一致しない場合があ
る。

職員旅費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

97% 0% 97%

執行率（％） 97% 0% 97%

0.3 0.1

諸謝金 0.1

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

放射線に関する教育のための教員等への支援
　・教職員等を対象とした放射線に関する研修等の実施
　・児童生徒等を対象とした放射線に関する理解を深化するための出前授業の実施

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 33 0 33

計 34 33 34 35 36

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

○福島復興再生基本方針（平成24年7月13日閣議決定、令
和３年年３月26日改定、令和３年３月26日改定）
○原子力被災者等の健康不安対策に関するアクションプラン
（平成24年5月31日原子力被災者等の健康不安対策調整会
議決定）
○原子力災害からの福島復興の加速に向けて（平成25年12
月20日閣議決定、平成27年6月12日改定）
○「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興基
方針（令和３年３月９日　閣議決定）
○原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針に
ついて（平成28年12月20日　閣議決定）
○風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略（平成29年12
月12日　原子力災害による風評被害を含む影響への対策タ
スクフォース）
○学校教育法施行規則の一部を改正する省令の制定並び
に幼稚園教育要領の全部を改正する告示，小学校学習指導
要領の全部を改正する告示及び中学校学習指導要領の全
部を改正する告示等の公示について（通知）（平成29年3月31
日）

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 34 33 34 35 36

補正予算 -

- - - - -

事業名 学校における放射線に関する教育の支援 担当部局庁 初等中等教育局 作成責任者

事業開始年度 平成25年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0066

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 科学技術・イノベーション、子ども・若者育成支援 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

放射線に関する知識を科学的に理解し、科学的に考え行動することができるよう、国として、学校・地域の実情等に応じた多様な放射線に関する教育を支援
するため、教職員等を対象とした研修及び児童生徒等を対象とした出前事業を実施し、児童生徒等の理解増進を図る。

教育課程課
教育課程課長
常盤木　祐一

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

○福島復興再生特別措置法（平成２４年３月３１日法律
第２５号）
　（国民の理解の増進）
　　第五十七条
○東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめと
する住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支
援等に関する施策の推進に関する法律（平成２４年６月
２１日法律第４８号）
　（国民の理解）
　　第十八条

関係する
計画、通知等



事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
教職員等を対象とした研修及び児童生徒等を対象とした出
前事業を実施し、児童生徒、教職員の放射線に関する科学
的な知識の習得ができている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
教職員向けの研修と児童生徒向けの出前授業を組み合わ
せることとし、有効性の上がる事業形態としている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
活動実績は当初の見込みに、概ね見合ったものになってい
る。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ‐

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

○
事業計画書及び事業経費の費目・使途の精査を行ってお
り、コストの削減を進めている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
事業計画書及び事業経費の費目・使途の精査を行い、費
目・使途は真に必要なものに限定されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

○
事業計画書及び事業経費の費目・使途の精査を行ってい
る。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
事業計画書及び事業経費の費目・使途の精査を行った上で
契約を行うなど、その妥当性を確認している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

-

政
策
評
価

、
新
経

済
・
財
政
再
生
計

画
と
の
関
係

政
策
評
価

政策 2　確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 研修及び出前授業の公募要領において、公募対象について
は、法人格を有する団体（原子力の推進又は反対に係る特
定の立場によらず、中立公正に本事業を実施することのでき
る者）としている。また、支出先の選定に当たっては、十分な
公告期間を確保した上で公募（企画競争）を実施しており、そ
の妥当性や競争性を確保している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

放射線が健康に与える影響等への関心が高まる中、児童生
徒が、放射線に関する知識を科学的に理解し、科学的に考
え行動することができるよう、国として、学校・地域の実情等
に応じた放射線に関する教育を支援することは極めて重要
であり、ニーズを的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
福島復興再生特別措置法等において国が行うこととされて
いる。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
全国の児童生徒等を対象とした放射線に関する教育の支援
は、国が率先して実施すべきものであり、優先度の高い事業
である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-000019646_2-
1.pdf

該当箇所 施策目標2-1-2　測定指標②

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

放射線に関する教職員セミナー及び出前授業実施事業におけるアンケート集計結果
※新型コロナウイルス感染症に対応し、令和２年度は事業中止。

97.8 - -

目標値 ％ 90

- 109 - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　　X/Y 33,050,493/162 -

中間目標 目標最終年度

33,314,325/165 34,310,000/180

6 年度 -

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 　　円

-
児童生徒、教職員の放射
線に関する科学的な知識
の習得

教職員研修及び出前授業
の参加者による、講師の説
明が分かりやすかった等の
肯定的な評価の割合

成果実績 ％ 97.4 -

達成度 ％ 108

年度

- 90 90

X／Y
Ｘ＝執行額（円）

Ｙ＝教職員研修＋出前授業の開催回数

204,015 - 201,905 190,611

計算式

2-1　確かな学力の育成

事業名事業番号



-

2021 文科 20

文部科学省 0062

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0062

0066

平成30年度 52

令和元年度

平成28年度 48

平成29年度 51

平成26年度 57

平成27年度 51

-

平成25年度 新25-0008

執
行
等
改

善
【「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針（R3年3月閣議決定）】や【東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子
力発電所におけるＡＬＰＳ処理水の処分に伴う当面の対策の取りまとめ（R3年8月関係閣僚等会議決定）】において引き続きの支援を決定している
ところ。これまでの支援結果を踏まえながら、より効率的な予算執行に努める。

備考

○福島復興再生基本方針（平成２４年７月１３日閣議決定、平成２９年６月３０日改定、令和３年３月26日改定）
  URL: https://www.reconstruction.go.jp/topics/sozai/210326_honbun.pdf

○原子力被災者等の健康不安対策に関するアクションプラン（平成２４年５月３１日原子力被災者等の健康不安対策調整会議決定）
  URL: http://www.env.go.jp/jishin/rmp/conf-health/02-mat04.pdf

○原子力災害からの福島復興の加速に向けて（平成２５年１２月２０日閣議決定、平成２７年６月１２日改定）
　URL: https://www.env.go.jp/jishin/rmp/conf/15/mat08.pdf

○「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本方針（平成３１年３月８日　閣議決定）
　ＵRL: https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat12/sub-cat12-1/20190308_kihonhoushinhenkou.pdf

○「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針（令和元年１２月２０日　閣議決定）
　ＵRL: https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat12/sub-cat12-1/20191220_kihonhoshin.pdf

○「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針（令和３年３月９日　閣議決定）
　URL:https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat12/sub-cat12-1/20210309_02_kihonhoshunhonbun.pdf

○原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針について（平成２８年１２月２０日　閣議決定）
　ＵRL: http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/kinkyu/pdf/2016/1220_01.pdf

○風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略（平成２９年１２月１２日　原子力災害による風評被害を含む影響への対策タスクフォース）
　ＵRL: http://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-4/fuhyou/20171212_01_kyoukasenryaku.pdf

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

この事業は、令和３年度においてはコロナ禍における事業内容の検討を行い、オンラインを活用するなどの事業内容の工夫を行い、予算執行の
改善に努めていることから引き続き状況を踏まえた執行を維持していただきたい。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
公募（企画競争）により競争性を確保して選定した事業者から提出される事業実施計画書及び事業完了報告書等において支出先・使途を把握
し、その妥当性を確認するとともに、担当者がセミナー及び出前授業の視察を複数回行い、実施状況を確認している。また、コロナ禍におい
て、オンラインを活用するなどの事業内容の工夫を行い、予算執行の改善に努めている。

改善の
方向性

今後も引き続き予算の効率的で適正な執行に努めるとともに、必要な経費について精査に努める。

平成24年度



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人日本
科学技術振興財団

5010005016795
放射線に関する教職員研
修及び出前授業の実施

33
随意契約

（企画競争）
1 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

計 33.3 計 0

その他 教職員研修及び出前授業の実施 11.6

旅費 教職員研修及び出前授業の実施 2.3

消耗品費 教職員研修及び出前授業の実施 3.8

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 賃金、社会保険料等事業主負担分 13.1

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.公益財団法人日本科学技術振興財団 B.

費　目 使　途

諸謝金 教職員研修及び出前授業の実施 2.5

A．放射線に関する教職員研修
及び出前授業の実施

公益財団法人日本科学技術振興財団
３３．２百万円

・教職員等を対象とした放射線に関する研修等の実施
・放射線に関する理解を深化するための出前授業の実施

文部科学省
３３．３百万円

委託【随意契約（企画競争）】

諸謝金 ０．１百万円


